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ま え が き

青森県財政事情の公表は､ 県民の皆様に県財政の状況を広く知っていただくために､ 毎年２回行っ

ているものです｡

今回は､ 平成15年度当初予算並びに平成14年度下半期 (平成14年10月から平成15年３月まで) の予

算及びその執行状況について､ そのあらましを御説明いたします｡

この公表を通じ､ 県民の皆様におかれましては､ 県の財政運営の実態を御理解いただき､ 県勢発展

のために一層の御協力をお願いいたします｡

平成15年６月

青森県知事職務代理者

青森県事務吏員 小 堀 安 雄
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第１ 平成15年度当初予算について

一 予算編成の基本方針及び主要施策の概要

国､ 地方を通じて､ 財政環境が一段と厳しさを増している中で､ 本県においても､ 近年の地方財源

不足に充てるための地方債の増発､ 国の施策に呼応した一連の経済対策や社会資本整備への対応の結

果､ 県債償還に伴う公債費が引き続き増加するなど､ 平成15年度の財政状況は､ さらに厳しいものと

なっています｡

平成14年９月に改定した ｢青森県中期財政見通し｣ においては､ 収支不足額は小幅ながらも改善が

図られてはいるものの､ 今後､ 引き続き一定の歳出抑制策を講じても､ 収支不足額に充てる基金の残

高は確実に減少していくものと試算され､ 平成19年度には､ ほぼ底をつくと見込まれていました｡

このため､ 平成15年度当初予算の編成に当たっては､ あらかじめ､ ｢基金繰入金の額を187億円以下

にする｣ との目標を掲げ､ 目標達成のため､ 事務事業評価システムを活用した事務事業の大胆な見直

しを行う一方で､ 各部局間の政策連携を強めながら､ ｢平成15年度重点施策｣ を定め､ 予算編成会議

を開催し､ ｢施策の選択と重点化｣ を一層推進することとしました｡

具体的には､ ｢地域経済の活性化と雇用の維持拡大｣､ ｢人を大切にする社会の形成｣､ ｢安心して暮

らせる社会づくり｣､ ｢循環型社会の形成｣､ ｢行財政環境変化への対応｣ の５つのテーマを定め､ これ

らに係る緊急に取り組むべき施策や各部局が連携して取り組むことが効果的な施策などに重点的に経

費を配分することとしています｡

また､ 今後とも社会経済情勢の変化や構造改革の進展に的確に対応し､ 県政運営の総合的指針であ

る新青森県長期総合プランに基づく各般の施策や現下の緊急かつ重要な政策課題に係る施策を推進し

ていくためには､ 中期的展望に立った財政の健全性確保のための取組みを一層強めつつ､ 財源の重点

的かつ効率的な活用に努めていく必要があります｡ 特に､ 平成15年度に策定する ｢青森県中期財政運

営方針 (仮称)｣ における具体的な取組課題と取組方針につなげていくよう､ 施策や事務事業の見直

しを､ より一層進める必要があります｡

以上の基本方針の下に編成された平成15年度当初予算の主要施策を財政運営の柱に沿ってみますと､

次のとおりです｡
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県民参加型の県政推進

・広聴活動の充実と県民とのパートナーシップによる事業推進

・広報体制の充実と県内外への情報発信の強化

・行財政改革の推進と政策形成システムの強化

・地域の主体的な取組みの支援

１ 悠々・安心・快適社会

� 保健・医療・福祉の連携と総合化

� 健康づくりと医療の充実

① 健康づくりの充実

・新たな地域保健活動の拠点整備と機能強化

・地域における健康づくりの推進

・ライフサイクルに応じた健康づくりの推進

・疾病予防対策の推進

② 医療の充実

・プライマリ・ケア (包括的な健康管理) の推進

・医療関係施設間の機能分担と連携

・救急・周産期医療体制の整備

・高度・特殊医療の充実

・へき地医療の確保

・医薬品等の安全と血液の確保

・健康と医療を支える人材の確保と資質向上

� 温かな福祉社会づくり

① 高齢者を大切にする社会

・在宅生活の支援と老人保健福祉施設の充実

・社会参加の促進と働く場の確保

② 障害者の自立と社会参加の促進

・在宅サービスと障害児 (者) 施設の充実

・難病患者等の居宅生活の支援

・社会参加の促進と働く場の確保

③ 子どもの健全な育成と子育て環境整備

・子育ての社会的支援体制の整備

・子どもの健全育成の推進

・保護が必要な子どもへの支援
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・ひとり親家庭に対する支援

④ 地域福祉の充実

⑤ 福祉を支える人材の確保と育成

⑥ 全ての人が自立・社会参加をする基盤づくり

⑦ 生活の保障

⑧ ゆとりある勤労生活

� 安全な県土と安心できる生活環境

① 土地利用・水資源

② 県土の安全性の確保と向上

・山地の保全

・砂防､ 地すべり､ 急傾斜地及びなだれ対策

・河川の整備

・海岸の整備

・農用地の保全

③ 公害防止・廃棄物対策

・公害防止対策

・廃棄物対策

④ 原子力の平和利用・安全性向上の徹底と地域振興

・原子力の平和利用・安全性向上の徹底と地域振興

・恒久的､ 総合的な地域振興策の推進

・防災対策の充実・強化

・環境監視対策の充実

⑤ 安心できる生活環境

・消防・防災対策の充実

・地域安全対策の充実

・交通安全対策の推進

・生活交通サービスの充実

・安心できる消費生活の実現

� 快適な生活環境

① 良好な住宅の整備

② 下水道などの整備

③ 楽雪社会の形成

・冬期間道路交通の充実

・雪国文化の振興
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２ 未来力あふれる社会

� 未来を担う人づくり

① 共に学ぶ社会づくり

・生涯学習推進体制の整備

・多様な学習機会の充実

・社会教育施設の整備と関係機関との連携

・指導者の養成と活用

② 個を生かし創造性をはぐくむ学校教育

・魅力あふれる学校の創造

・家庭・地域と連携したこころ豊かでたくましい人間の育成

・学校施設・設備の整備充実

・教職員の確保と資質の向上

・教育費の負担軽減

③ 新たな時代の方向に応じた教育の推進

・国際化に対応する教育の推進

・情報化に対応する教育の推進

・科学技術の発展に対応する教育の推進

④ 青少年の健全育成

・家庭の教育力の充実

・地域の教育力の充実

・健全な社会環境の形成

⑤ パートナーシップ社会づくり

・男女平等意識づくりの推進

・男女が共につくる社会の実現

� 知識創造力をはぐくむ高等教育

� 世界へ発信する研究開発拠点､ 情報交流拠点づくり

① 日本と世界に貢献する研究開発拠点づくり

② 情報交流拠点づくり

・情報の交流・発信を支える情報通信基盤の整備

・情報通信基盤を活用した情報交流の促進と情報サービスの充実

� 産業フロンティアの創造

① 新たな産業フロンティアの創造のための総合的な施策展開

・総合的産業政策の推進

・産業フロンティアの創造の支援
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・産業の活力を支える人づくりと環境づくり

② 明日をひらく農林水産業

ア 農業の振興

・地域農業の体質強化

・農協等の機能強化

・競争力のある産地づくり

・強力な流通戦略の展開

・農業領域の拡大と関連産業の創造

イ 林業の振興

・緑豊かなふるさとの森づくりの推進

・地域の特性を活かした林業経営の確立

・県産材のブランド化の確立と木材関連産業の振興

ウ 水産業の振興

・共生の豊かな海づくり

・活性化に挑む人・漁村づくり

・安全で豊かな水産物を供給する流通加工づくり

・足腰が強く未来力のある漁業経営づくり

・新時代を築く水産技術づくり

・豊かで潤いのある河川・湖沼づくり

③ 活力とふれあいのある商業の振興

④ ニューインダストリーの創造をめざす工業の振興

⑤ 産業と生活を支えるサービス業の振興

⑥ 文化観光立県の推進

３ 彩りある美しい社会

� 豊かな環境の保全と創造

① 環境にやさしい社会の実現

・総合的な環境保全施策の推進

・環境教育・学習の推進

② 自然環境の保全と活用

・優れた自然の保全と利用

・野生動植物の多様性の確保及び動物と人との良好な関係の形成

・自然とのふれあいの充実

・自然環境データバンク等の整備

③ 潤いある農山漁村の創造
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④ みどりの創造

� 魅力あふれる都市空間づくり

� あおもり文化の創造

① 芸術文化の振興

② 文化遺産の保存・継承と活用

・文化財の保存

・文化財の整備活用

・伝統芸能・技術の継承

③ 文化を重んじる気風の醸成

④ 文化的な産業の振興

� スポーツの振興

① スポーツ活動の推進

② スポーツ環境の整備充実

４ 出会い創造社会

� ヒューマンネットワークの形成による多様な社会参加活動の促進

� 国際交流と国際協力の推進

① 国際交流の推進

・国際化を担う人づくり

・姉妹・友好交流の推進

・環日本海諸国との交流の促進

・産業・経済の国際化の推進

・国際観光の推進

② 国際協力の推進

� 多様な交流を可能とする基盤等の整備

① 県民生活の基盤となる生活・経済圏内交流の充実

② 生活・経済圏間の連携強化

・幹線道路網の整備

・広域交通ネットワークの整備

③ 国内他地域との連携の強化

・新幹線鉄道の建設促進

・道路の整備

・下北・津軽半島大橋､ 津軽海峡大橋の実現に向けた調査等の推進

・青森空港・三沢空港の機能強化

・隣接する道県との交流促進
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④ 世界との連携強化

・国際空港の機能強化

・貿易の振興
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二 一般会計予算

１ 予算規模

平成15年度当初予算は､ 財源の確保に万全を期するとともに､ 主要施策への着実な対応を図りな

がら､ 財政の健全性の確保に留意しつつ､ 既存事業の見直しや経費全般にわたる節減合理化の徹底

等を図りました｡

この結果､ 平成15年度当初予算の規模は､ 8,165億円となり､ これを平成14年度当初予算と比較

すると､ 536億7,500万円､ 6.2％の減となりました｡

〔第１図〕 一般会計当初予算規模の推移

２ 歳入予算

歳入予算のうち､ 自主財源の大宗をなす県税については､ 核燃料物質等取扱税の課税対象期間の

平年度化及びたばこ税の税率引上げにより､ 増収が見込まれるものの､ 県民税利子割が郵便貯金利

子の大幅な減により前年度を大きく下回るものと見込まれ､ また､ 個人県民税､ 法人事業税､ 地方

消費税､ 自動車税､ 軽油引取税等の主要税目が軒並み前年度を下回るものと見込まれることから､

全体として前年度を下回る見込みです｡ なお､ 産業廃棄物税については､ 実施初年度 (平成16年１

月施行) として､ 600万円を見込んでいます｡ 地方消費税清算金については､ 全国の地方消費税収

入見込額を基礎として算定したが､ 年度による清算時期のずれの影響を受け､ 前年度を上回る見込

みです｡ 地方特例交付金については､ 引き続き恒久的な減税に伴う県税の減収額の一部が補てんさ
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れるとともに､ 新たに､ 国庫補助負担金 (義務教育費国庫負担金等) の一般財源化に伴う財源が措

置されることとなったこと等により､ 前年度を大幅に上回る見込みです｡ 地方交付税については､

地方財政計画の規模が抑制されたほか､ 普通交付税において､ 臨時財政対策債に振り替えられる額

が増額となったこと及び都道府県分の留保財源率が引き上げられた (20％→25％) ことによる影響

から､ 全体として前年度を下回る見込みです｡ 国庫支出金については､ 義務教育費国庫負担金等の

一般財源化及び公共事業関係費の減等に伴い､ 前年度を大幅に下回る見込みです｡ 県債については､

地方財政法第５条の特例として平成13年度に新設された臨時財政対策債が､ 国の地方財政対策を受

け大幅な増となったことから､ 県債全体で前年度を上回ったものの､ 公共事業関係費や県費単独事

業費が減少した結果､ 臨時財政対策債等の特別分を除いたベースでは､ 前年度を大幅に下回ること

となりました｡ 基金繰入金については､ 核燃料物質等取扱税の課税対象期間が平年度化したこと及

び中期的展望に立った財政の健全性確保を図る観点から歳出の抑制等を行った結果､ 前年度を大幅

に下回ることとなりました｡

� 臨時財政対策債とは､ 地方交付税の財源不足分を補てんするための借入金のうち､ 地方自治体が負担

することとなった分について､ 自治体自らが直接借入することによる特例公債です｡ なお､ この臨時財

政対策債の元利償還金相当額については､ その全額を後年度地方交付税に算入することとなっています｡
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〔第２図〕 歳 入 予 算 の 構 成 内 容

� 県が自ら徴収又は収納できるのが自主財源であり､ 国から定められた額を交付されたり､ 割り当てら

れるのが依存財源です｡ また､ 県の歳入は､ その使途が特定されているかどうかにより特定財源と一般

財源とに分類されます｡
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� 県税

1,145億2,865万円で､前年度と比較しますと､ 18億2,380万７千円､ 1.6％の減となっています｡

〔第３図〕 県 税 の 税 目 別 構 成 内 訳
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� 地方消費税清算金

283億1,910万１千円で､ 前年度と比較しますと､ 24億1,576万３千円､ 9.3％の増となっています｡

〔第４図〕 地 方 消 費 税 清 算 金 の 状 況

� 地方交付税

地方公共団体間の財政力の地域間格差を是正し､ 一定の行政水準を確保できるようにするため､

各地方公共団体ごとに標準的な基準財政需要額と基準財政収入額とを算定し､ 財源不足が生ずる場

合にその不足額について国から交付されるものです｡ 平成15年度は､ 2,385億4,800万円で､ 前年度

と比較しますと､ 183億1,600万円､ 7.1％の減となっています｡

〔第５図〕 地 方 交 付 税 の 状 況

� 国庫支出金

1,553億6,990万５千円で､ 前年度と比較しますと､ 217億105万２千円､ 12.3％の減となっています｡

〔第６図〕 国 庫 支 出 金 の 状 況
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� 県債

1,307億581万１千円で､ 前年度と比較しますと､ 19億4,313万７千円､ 1.5％の増となっていますが､

地方財政法第５条の特例として平成13年度に新設された臨時財政対策債を除きますと､ 175億4,686

万３千円､ 17.1％の減となっています｡

〔第７図〕 県 債 の 発 行 額 の 推 移

〔第８図〕 歳入総額に占める県債の発行額の比率の推移

� その他

その他の歳入予算としては､ 分担金及び負担金､ 使用料及び手数料､ 財産収入､ 繰入金､ 諸収入

等があります｡
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３ 歳出予算

○款別予算概要

歳出予算の款別構成内訳は､ 第９図のとおりとなっています｡

なお､ 款別構成内訳の推移は､ 第10図のとおりです｡

〔第９図〕 款 別 構 成 内 訳

� グラフには表せませんが､ このほかに予備費が１億５千万円計上されています｡
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� 総務費

本年度予算額 318億4,263万２千円

前年度予算額 363億 498万７千円

この予算は､ 県行政の総括管理､ 企画事務等の遂行､ 徴税､ 選挙等に要する経費です｡ 前年度と

比較しますと､ 44億6,235万５千円､ 12.3％の減となっています｡ これは､ 主としてアジア冬季競技

大会関連経費の減によるものです｡

� 民生費

本年度予算額 666億2,265万８千円

前年度予算額 699億7,419万１千円

この予算は､ 県民生活の安定と福祉の増進を図る経費です｡ 前年度と比較しますと､ 33億5,153

万３千円､ 4.8％の減となっています｡ これは､ 主として児童扶養手当給付費の減によるものです｡

19

総務管理費

企画費

県民生活費

徴税費

市町村振興費

その他

0 100 200 300 400 500 600 700 800億円

社会福祉費

児童福祉費

生活保護費

その他

0 50 100 150 200 250 300 350 400億円

51億２百万円
(16.0％)

15億65百万円
(4.9％)

31億88百万円
(10.0％)

32億87百万円
(10.3％)

50億22百万円
(13.8％)

14億31百万円
(3.9％)

35億62百万円
(9.9％)

24億71百万円
(6.8％)

15年度 120億94百万円
(38.0％)

66億６百万円
(20.8％)

14年度 123億４百万円
(33.9％)

115億15百万円
(31.7％)

15年度 336億69百万円
(50.5％)

198億54百万円
(29.8％)

103億68
百万円
(15.6％)

14年度 366億93百万円
(52.5％)

219億75百万円
(31.4％)

93億94
百万円
(13.4％)

19億12百万円
(2.7％)

27億32百万円
(4.1％)



� 環境保健費

本年度予算額 284億8,379万１千円

前年度予算額 288億7,979万４千円

この予算は､ 県民の健康を守り､ 快適な生活環境を保持するための経費です｡ 前年度と比較しま

すと､ ３億9,600万３千円､ 1.4％の減となっています｡ これは､ 主として青森県原子力センター整

備事業費の減によるものです｡

� 労働費

本年度予算額 31億9,238万２千円

前年度予算額 38億8,966万円

この予算は､ 労働力の安定確保､ 職業訓練､ 失業対策等に要する経費です｡ 前年度と比較します

と､ ６億9,727万８千円､ 17.9％の減となっています｡ これは､ 主として生涯能力開発給付金の減に

よるものです｡
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15年度 689億71百万円
(83.4％)

121億61
百万円
(14.7％)

15年度 315億67百万円
(27.4％)

404億82百万円
(35.1％)

257億40百万円
(22.4％)

14年度 752億34百万円
(84.7％)

119億25
百万円
(13.4％)

14年度 320億３百万円
(25.5％)

469億38百万円
(37.4％)

276億53百万円
(22.1％)

� 農林水産業費

本年度予算額 1,152億1,170万４千円

前年度予算額 1,253億6,179万９千円

この予算は､ 農林水産業の振興を図るための経費です｡ 前年度と比較しますと､ 101億5,009万５

千円､ 8.1％の減となっています｡ これは､ 主として公共事業費の減によるものです｡

� 商工費

本年度予算額 826億6,416万９千円

前年度予算額 888億1,339万１千円

この予算は､ 中小企業を中心とした商工業の振興､ 企業誘致､ 観光物産の振興､ 大規模開発等を

図るための経費です｡ 前年度と比較しますと､ 61億4,922万２千円､ 6.9％の減となっています｡ こ

れは､ 主として青森県信用保証協会貸付金の減によるものです｡
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15年度 519億87百万円
(41.0％)

262億78百万円
(20.7％)

15年度 307億78百万円
(90.1％)

14年度 317億82百万円
(89.4％)

14年度 561億77百万円
(37.1％)

329億72百万円
(21.8％)

269億16
百万円
(17.8％)

� 土木費

本年度予算額 1,269億4,284万９千円

前年度予算額 1,512億1,227万１千円

この予算は､ 道路､ 河川､ 砂防､ 港湾､ 都市計画､ 住宅等の県民生活の基礎となる公共施設の整

備を図るための経費です｡ 前年度と比較しますと､ 242億6,942万２千円､ 16.0％の減となっていま

す｡ これは､ 主として公共事業費及び県費単独事業費の減によるものです｡

� 警察費

本年度予算額 341億6,928万２千円

前年度予算額 355億4,605万１千円

この予算は､ 公共秩序を維持し､ 県民生活の安全確保を図るための経費です｡ 前年度と比較しま

すと､ 13億7,676万９千円､ 3.9％の減となっています｡ これは､ 主として浪岡警察署庁舎建築事業

費の減によるものです｡

22

0 50 100 150 200 250 300 350 400億円

警察管理費

警察活動費

33億91百万円
(9.9％)

土木管理費

道路橋梁
りょう

費

河川海岸費

港湾費

都市計画費

その他

182億96百万円
(14.4％)

160億22百万円
(10.6％)

131億43百万円
(8.7％)

59億82百万円
(4.0％)

37億64百万円
(10.6％)

0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400 1,600億円

98億72百万円
(7.8％)

52億65百万円
(4.1％)

152億45百万円
(12.0％)
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(28.3％)
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教育総務費

小学校費

中学校費

高等学校費

特殊学校費

その他

125億３百万円
(7.2％)

64億27百万円
(3.7％)

119億34百万円
(6.9％)

� 教育費

本年度予算額 1,738億5,222万７千円

前年度予算額 1,809億9,344万４千円

この予算は､ 学校教育､ 体育､ 文化､ 社会教育等の振興を図るための経費です｡ 前年度と比較し

ますと､ 71億4,121万７千円､ 3.9％の減となっています｡ これは､ 主として教職員の人件費の減に

よるものです｡

� 公債費

本年度予算額 1,143億 391万円

前年度予算額 1,099億8,911万９千円

この予算は､ 一時借入金の利子及び県債の償還のための経費です｡ 前年度と比較しますと､ 43億

1,479万１千円､ 3.9％の増となっています｡ これは､ 主として県債償還費の増によるものです｡

� その他

その他の歳出予算として､ 県議会の運営のための議会費､ 災害復旧費､ 諸支出金及び予備費があ

ります｡

なお､ 平成15年度当初の歳出予算に計上された主なものは､ 付表１のとおりです｡

23

127億78百万円
(7.1％)

125億97百万円
(7.0％)

66億97百万円
(3.7％)



○性質別予算分析

歳出予算を性質別に分析しますと､ 義務的経費､ 投資的経費､ その他の経費の三つに大別されます｡

� 義務的経費

義務的経費は､ 支出が義務付けられている経費で､ 人件費､ 扶助費及び公債費で構成されます｡

人件費は､ 一般行政職員5,911人､ 警察職員2,584人､ 学校職員14,776人の合計23,271人の給与費等で

す｡ 扶助費は､ 生活保護費､ 児童福祉等に係る措置費､ 精神病､ 結核等に係る医療給付金等です｡ ま

た､ 公債費は､ 県債の償還及び一時借入金の利払に要する経費です｡

義務的経費の総額は､ 3,581億4,819万７千円で､ 前年度と比較しますと､ 61億5,355万９千円､ 1.7％

の減となっています｡ また､ 予算総額に占める割合は43.9％で､ 前年度の41.9％と比較して2.0ポイン

ト増加しています｡

� 投資的経費

投資的経費は､ 社会資本の整備を図るための経費で､ 普通建設事業費及び災害復旧事業費で構成さ

れています｡

投資的経費の総額は､ 2,205億5,405万１千円で､ 前年度と比較しますと､ 424億495万６千円､ 16.1％

の減となっています｡ これは､ 主として公共事業関係費の減によるものです｡

� その他の経費

その他の経費としては､ 補助費等､ 貸付金､ 物件費等があり､ その総額は､ 2,377億9,775万２千円

で､ 前年度に比較しますと､ 51億1,648万５千円､ 2.1％の減となっています｡ これは､ 主として青森

県信用保証協会貸付金の減によるものです｡

24



〔第１表〕 性 質 別 予 算 の 状 況

(単位 千円)
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９ 10 11 12 13 14 15 年度

22.4％

37.7％

39.9％

24.8％

34.7％

40.5％

26.9％

33.2％

39.9％

27.6％

33.6％

38.8％

27.0％

32.8％

40.2％

27.9％

30.2％

41.9％

その他
の経費

投資的
経 費

義務的
経 費

〔第11図〕 性 質 別 予 算 構 成 比

〔第12図〕 性質別予算構成比の推移
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歳 出 合 計

8,165億円

(100％)

義
務
的
経
費

(43.9％)
扶助費
(2.4％)

公債費
(14.0％)

貸付金
(10.8％)

補助費等
(12.9％)

投資的経費
(27.0％)

普通建設事業費
(26.2％)

補助

単独

(11.5％)

(12.4％)

その他
(1.7％)

物件費
(3.7％)

その他の経費
(29.1％)

災害復旧費
(0.8％)

(2.3％)

そ
の
他

人件費
(27.5％)

29.1％

27.0％

43.9％


